
財政事情の公表

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第１項の規定によ

り、令和２年４月１日から令和２年９月３０日までの期間における本市の財政

事情について、次のとおり公表します。

１．財政の動向

令和２年１０月２３日内閣府発表の月例経済報告によると、「景気は、新型

コロナウイルス感染症の影響により、依然として厳しい状況にあるが、持ち直

しの動きがみられる。」とし「先行きについては、感染拡大の防止策を講じつ

つ、社会経済活動のレベルを引き上げていくなかで、各種政策の効果や海外経

済の改善もあって、持ち直しの動きが続くことが期待される。ただし、国内外

の感染症の動向や金融資本市場の変動等の影響を注視する必要がある。」とし

ています。

本市においては、扶助費など社会保障関連経費が市の財政を圧迫する状況が

継続しているなか、昨年の相次いだ自然災害や新型コロナウイルス感染症の影

響により市税収入等の減収が見込まれ、これまで以上に厳しい財政運営が続く

ことが予想されます。



２．市長の財政方針

本市の財政状況は、人口減少や少子高齢化が進行するなか、昨年の令和元年

房総半島台風や新型コロナウイルス感染症等の影響もあり、歳出は大幅に増加

し、歳入は減少する見込みであることから、市の財政運営はこれまで以上に厳

しい状況になるものと予想されます。

このような状況におきましても、市の最上位の計画である総合計画に基づい

て、人口減少に歯止めをかける施策、安全安心を第一としたより良い街づくり

のために、計画的に各種施策を推進して行く必要があります。

令和２年度の予算においては、厳しい財政状況を認識した上で限られた財源

の有効活用を図るため、施策の厳選化・重点化を徹底し、歳入に見合った規模

の財政運営を行っているところです。

今後においても、予算全般について節減合理化を推進するという基本姿勢に

立ち、総合計画における各取組を着実に推進し、歳入面の根幹である市税収入

の確保、受益者負担の適正化の推進などに努めるとともに、歳出全般にわたる

経費の節減合理化の推進や既存の制度・施策の見直しに努めます。



　ア　一般会計

【歳入】 【歳出】

決算額Ａ（千円） 構成比（％） 決算額Ｂ（千円） 構成比（％） Ｃ＝Ａ－Ｂ（千円） Ｃ／Ｂ（％） 決算額Ａ（千円） 構成比（％） 決算額Ｂ（千円） 構成比（％） Ｃ＝Ａ－Ｂ（千円） Ｃ／Ｂ（％）

1 市税 7,559,531 32.6 7,409,003 33.5 150,528 2.0 1 議会費 205,545 0.9 209,960 1.0 △ 4,415 △ 2.1

2 地方譲与税 174,196 0.8 172,365 0.8 1,831 1.1 2 総務費 2,210,441 9.9 2,258,160 10.5 △ 47,719 △ 2.1

3 利子割交付金 5,859 0.0 10,965 0.0 △ 5,106 △ 46.6 3 民生費 9,413,145 42.3 8,918,481 41.6 494,664 5.5

4 配当割交付金 40,801 0.2 36,012 0.2 4,789 13.3 4 衛生費 2,005,429 9.0 2,017,735 9.4 △ 12,306 △ 0.6

5 株式等譲渡所得割交付金 26,852 0.1 33,203 0.2 △ 6,351 △ 19.1 5 農林水産業費 261,862 1.2 252,337 1.2 9,525 3.8

6 地方消費税交付金 1,167,763 5.0 1,200,668 5.4 △ 32,905 △ 2.7 6 商工費 121,054 0.5 123,522 0.6 △ 2,468 △ 2.0

7 ゴルフ場利用税交付金 19,034 0.1 19,217 0.1 △ 183 △ 1.0 7 土木費 1,246,468 5.6 2,400,853 11.2 △ 1,154,385 △ 48.1

8 自動車取得税交付金 35,887 0.2 62,122 0.3 △ 26,235 △ 42.2 8 消防費 1,357,175 6.1 1,334,501 6.2 22,674 1.7

9 環境性能割交付金 10,486 0.0 0 0.0 10,486 -     9 教育費 3,505,845 15.7 2,048,616 9.6 1,457,229 71.1

10 地方特例交付金 139,297 0.6 32,245 0.1 107,052 332.0 10 災害復旧費 81,530 0.4 0 0.0 81,530 -  

11 地方交付税 4,058,601 17.5 3,631,032 16.4 427,569 11.8 11 公債費 1,870,647 8.4 1,881,486 8.8 △ 10,839 △ 0.6

12 交通安全対策特別交付金 6,195 0.0 6,393 0.0 △ 198 △ 3.1 12 予備費 0 0.0 0 0.0 0 -  

13 分担金及び負担金 148,978 0.6 194,640 0.9 △ 45,662 △ 23.5 22,279,141 100.0 21,445,651 100.0 833,490 3.9

14 使用料及び手数料 267,937 1.2 268,169 1.2 △ 232 △ 0.1
※表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない場合があります。

15 国庫支出金 3,768,502 16.3 3,973,933 18.0 △ 205,431 △ 5.2

16 県支出金 1,528,142 6.6 1,431,786 6.5 96,356 6.7

17 財産収入 14,664 0.1 26,888 0.1 △ 12,224 △ 45.5

18 寄附金 82,110 0.4 48,518 0.2 33,592 69.2

19 繰入金 879,702 3.8 374,446 1.7 505,256 134.9

20 繰越金 224,323 1.0 422,218 1.9 △ 197,895 △ 46.9

21 諸収入 593,567 2.6 642,053 2.9 △ 48,486 △ 7.6

22 市債 2,429,400 10.5 2,124,100 9.6 305,300 14.4

23,181,828 100.0 22,119,974 100.0 1,061,854 4.8

※表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない場合があります。

　イ　特別会計

【歳入】 【歳出】

Ｃ＝Ａ－Ｂ（千円） Ｃ／Ｂ（％） Ｃ＝Ａ－Ｂ（千円） Ｃ／Ｂ（％）

国民健康保険特別会計 70,043 0.8 国民健康保険特別会計 304,337 3.6

後期高齢者医療特別会計 39,045 6.5 後期高齢者医療特別会計 39,589 6.6

介護保険特別会計 129,709 2.9 介護保険特別会計 159,737 3.7

下水道事業特別会計 43,883 5.6 下水道事業特別会計 53,757 7.4

282,680 1.9 557,420 3.9

令和元年度

決算額Ｂ（千円）決算額Ａ（千円）

比較

計

平成30年度令和元年度

区分
令和元年度

724,813

令和元年度 平成30年度

4,358,153

596,039

比較平成30年度

777,872

14,561,723

比較

決算額Ａ（千円）
会計名

計

平成30年度

4,517,890

8,759,111

３．決算の概況

会計名
比較

計

計

区分

8,788,723 8,718,680

600,935

4,464,236

14,844,403

8,454,774

決算額Ｂ（千円）

14,133,779

4,593,945

14,691,199

778,570821,755

639,980 635,628



４．収入及び支出の概況

　ア　一般会計

【歳入】 【歳出】

現計予算額（千円） 収入済額（千円） 未収入額（千円） 収入率（％） 現計予算額（千円） 支出済額（千円） 予算残額（千円） 執行率（％）

Ａ Ｂ ＡーＢ Ｂ／Ａ＊100 Ａ Ｂ ＡーＢ Ｂ／Ａ＊100

1 市税 7,489,663 4,341,400 3,148,263 58.0           1 議会費 216,692 107,263 109,429 49.5           

2 地方譲与税 176,000 51,500 124,500 29.3           2 総務費 9,193,843 7,725,167 1,468,676 84.0           

3 利子割交付金 4,000 2,524 1,476 63.1           3 民生費 10,903,283 3,866,775 7,036,508 35.5           

4 配当割交付金 39,000 9,768 29,232 25.0           4 衛生費 2,386,901 741,744 1,645,157 31.1           

5 株式等譲渡所得割交付金 26,000 0 26,000 -             5 農林水産業費 2,297,209 104,801 2,192,408 4.6            

6 法人事業税交付金 20,000 17,271 2,729 86.4           6 商工費 291,647 215,027 76,620 73.7           

7 地方消費税交付金 1,435,000 814,458 620,542 56.8           7 土木費 2,142,899 652,623 1,490,276 30.5           

8 ゴルフ場利用税交付金 18,000 5,842 12,158 32.5           8 消防費 1,436,199 729,418 706,781 50.8           

9 自動車取得税交付金 1 3 △ 2 300.0          9 教育費 3,073,093 775,497 2,297,596 25.2           

10 環境性能割交付金 30,000 5,719 24,281 19.1           10 災害復旧費 76,359 26,571 49,788 34.8           

11 地方特例交付金 44,000 52,359 △ 8,359 119.0          11 公債費 2,021,307 994,367 1,026,940 49.2           

12 地方交付税 4,150,000 2,764,649 1,385,351 66.6           12 予備費 49,343 0 49,343 -             

13 交通安全対策特別交付金 6,000 3,443 2,557 57.4           34,088,775 15,939,253 18,149,522 46.8           

14 分担金及び負担金 97,550 32,761 64,789 33.6           

15 使用料及び手数料 265,792 122,999 142,793 46.3           

16 国庫支出金 12,357,229 9,031,656 3,325,573 73.1           

17 県支出金 3,342,041 371,492 2,970,549 11.1           

18 財産収入 18,549 12,885 5,664 69.5           

19 寄附金 52,000 22,536 29,464 43.3           

20 繰入金 1,172,054 0 1,172,054 -             

21 繰越金 579,740 642,687 △ 62,947 110.9          

22 諸収入 531,356 140,350 391,006 26.4           

23 市債 2,234,800 0 2,234,800 -             

34,088,775 18,446,302 15,642,473 54.1           

　イ　特別会計

【歳入】 【歳出】

現計予算額（千円） 収入済額（千円） 未収入額（千円） 収入率（％） 現計予算額（千円） 支出済額（千円） 予算残額（千円） 執行率（％）

A Ｂ Ａ－Ｂ Ｂ／Ａ＊100 Ａ Ｂ Ａ－Ｂ Ｂ／Ａ＊100

国民健康保険特別会計 8,530,546 3,391,574 5,138,972 39.8           8,530,546 3,075,123 5,455,423 36.0           

後期高齢者医療特別会計 706,410 236,060 470,350 33.4           706,410 140,677 565,733 19.9           

介護保険特別会計 4,966,262 1,978,053 2,988,209 39.8           4,966,262 1,882,368 3,083,894 37.9           

14,203,218 5,605,687 8,597,531 39.5           14,203,218 5,098,168 9,105,050 35.9           

計

　後期高齢者医療特別会計

　国民健康保険特別会計

計 計

　介護保険特別会計

区分区分

会計名 会計名

計



５．市の負担の状況

　市税収入と市民負担の状況

比較

収入額（千円） 市民１人あたり （Ａ－Ｂ）／Ｂ＊100

Ａ の負担額（円） （％）

１ 市民税 3,693,901 48.9         51,993 1.6

(1) 個人 3,276,893 43.3         46,768 0.2

(2) 法人 417,008 5.5          5,225 14.1

２ 固定資産税 2,926,109 38.7         40,854 2.4

(1) 固定資産税 2,921,502 38.6         40,784 2.4

(2) 国有資産等所在市町村交付金 4,607 0.1          70 △ 5.9

３ 軽自動車税 222,715 2.9          3,085 3.2

(1) 軽自動車税 220,905 2.9          3,085 2.4

(2) 環境性能割 1,810 0.0          0 -  

４ 市たばこ税 595,132 7.9          8,294 2.6

５ 特別土地保有税 0 -  0 -  

６ 都市計画税 121,674 1.6          1,720 1.1

7,559,531 100.0        105,946 2.0

※各年度末の人口　平成31年3月末日現在69,932人、令和2年3月末日現在69,169人

※表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない箇所があります。

６．財産、公債の状況

　ア　市有財産の状況

１ 公有財産

(1) 土地 ㎡ ㎡ ㎡

(2) 建物 ㎡ ㎡ ㎡

(3) 山林 ㎡ ㎡ ㎡

(4) 有価証券 千円 千円 千円

(5) 出資による権利 千円 千円 千円

２ 物品 点 点 点

３ 基金

(1) 財政調整基金（一般会計） 千円 千円 千円

(2) 財政調整基金（国民健康保険特別会計） 千円 千円 千円

(3) 減債基金 千円 千円 千円

(4) 青少年育成基金 千円 千円 千円

(5) 地域振興基金 千円 千円 千円

(6) 地域福祉基金 千円 千円 千円

(7) 高額療養費貸付基金 千円 千円 千円

(8) 国保出産費貸付基金 千円 千円 千円

(9) 介護給付費準備基金 千円 千円 千円

(10) 落花生の郷やちまた応援寄附金によるまちづくり基金 千円 千円 千円

(11) 文化会館建設基金 千円 千円 千円

(12) 野球場建設基金 千円 千円 千円

(13) 公共施設等整備基金 千円 千円 千円

(14) 森林環境整備基金 千円 千円 千円

　イ　公債費の状況

一般会計 千円 千円 千円 千円

７．公営企業の経理の概況

　下水道業務状況説明書(上半期)及び水道業務状況説明書(上半期)をご参照ください。

18,188,140 0 951,667 17,236,473

区分 令和元年度末現在高
令和2年4月～令和2年9月増減

令和2年9月末現在高
借入額 償還額

45,000 0 45,000

3,401 0 3,401

2,449 0 2,449

2,999 0 2,999

684,100 0 684,100

72,849 7,190 80,039

5,543 1,306 6,849

2,400 0 2,400

1,991 0 1,991

23,010 0 23,010

122,535 0 122,535

9,982 0 9,982

2,257,182 260,000 2,517,182

87,941 396,272 484,213

870,954 0 870,954

110 1 111

4,589 0 4,589

500 0 500

1,106,121 △ 351 1,105,770

148,344 0 148,344

計 109,291 7,409,003 100.0        

区分 令和元年度末現在高 令和2年4月～令和2年9月増減 令和2年9月末現在高

0 0 -  

1,759 120,306 1.6          

26 0 -  

8,604 580,012 7.8          

3,220 215,713 2.9          

3,194 215,713 2.9          

42,237 2,852,088 38.5         

67 4,895 0.1          

6,029 365,382 4.9          

42,304 2,856,983 38.6         

53,404 3,635,989 49.1         

47,375 3,270,607 44.1         

区分

令和元年度決算 平成30年度決算

市民１人あたり
構成比（％）

収入額（千円）
構成比（％）

の負担額（円） Ｂ


